
中部会場（4/16締切)

令和7年度　稼ぐ企業連携支援事業

補 助 金 公 募補 助 金 公 募

お申込みはQRコードまたはURLよりお申込みはQRコードまたはURLよりお問合せ先

TEL :098 -860 -0960

4/21(月)14:00~16:00 4/24(木)14:00~16:00
会場：沖縄健康バイオテクノロジー
　　　研究開発センター第一会議室

定員：40名（1企業2名様まで）

※オンライン配信あり

※アーカイブ配信あり

説 明 会説 明 会

要予約要予約

住所：うるま市字州崎12-75

各会場13：30開場各会場13：30開場

北部会場（4/21締切)

会場：沖縄銀行名護支店4階

住所：名護市大南1-13-20

定員：40名（1企業2名様まで）

那覇会場（4/23締切)

4/28(月)14:00~16:30
会場：八汐荘　中会議室

住所：那覇市松尾1-6-1

定員：80名（1企業2名様まで）

株式会社みらいおきなわ
担当：佐久本、廣瀬、榮山、大城

Ma i l :m i r a i 4@ok i n awa -bank . c o . j p ,m i r a i 5@ok i n awa -bank . c o . j p
〒900-0015  沖縄県那覇市久茂地3丁目10－1  OK INAWA  INNOVAT ION  LAB内

補助上限900万円　補助率9/10補助上限900万円　補助率9/10
中小企業の収益力・生産性向上を応援中小企業の収益力・生産性向上を応援

次第案次第案

h t t p s : / / f o rms . o f f i c e . c om / r /CSSXQVvCFA

（那覇会場のみ）
・令和6年度　成果報告
 　二宮　大朗（アンリッシュ食品工業株式会社　代表取締役）

・ミニセミナー　～イノベーションは、ひとりでは起こせない～
　　　　　　　　『企業間連携で生まれる、稼ぐ力と新しい価値』
 　吉村　正裕（株式会社サイバーアシスト　代表取締役）
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・事業概要説明
・質疑応答
・個別事前相談

・事業概要説明
・質疑応答
・個別事前相談



事業概要事業概要

　沖縄県では、企業の「稼ぐ力」の強化や域内経済循環の促進等を図るプロジェクト
を支援するため、「令和7年度 稼ぐ企業連携支援事業」を実施します。
　本事業を実施するにあたり、株式会社みらいおきなわ（以下「事務局」とする）
が、事業者のプロジェクトを募集します。

　沖縄県では、企業の「稼ぐ力」の強化や域内経済循環の促進等を図るプロジェクト
を支援するため、「令和7年度 稼ぐ企業連携支援事業」を実施します。
　本事業を実施するにあたり、株式会社みらいおきなわ（以下「事務局」とする）
が、事業者のプロジェクトを募集します。

目的及び事業内容目的及び事業内容

　島嶼県である本県は、域内市場が限定され物流コスト等の面でも不利な環境に
あること等が要因となり、労働生産性や給与水準が低い状況にあります。一方、
経済のグローバル化やIT 化など経営課題が多様化する中、資金や技術・人材等の
経営資源が限られる中小企業者は、成長に向けた効果的な取り組みを自社単独で
推進することが難しい環境にあります。
　本事業では、県内事業者の収益力や生産性の向上を図るため、県内中小企業等
で構成する複数企業の連携体（連携企業）が取り組む、新たな商品やビジネスモ
デルの開発、県外市場の販路拡大、経営資源の活用や経営合理化などのプロジェ
クトに対し、事務局の専門コーディネーターがプロジェクトの事前相談から、申
請内容のアドバイス、プロジェクトの円滑な推進、実効性の向上を図る支援を行
います。
　本事業で採択されたプロジェクトについては、事務局の専門コーディネーター
等のハンズオン支援及びプロジェクトに要する費用の一部を補助します。
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プロジェクトの対象者プロジェクトの対象者

　収益力の向上や生産性の向上などの提案プロジェクトを有している県内に本社
を置く中小企業者等が事業実施主体となり、２者以上により構成する企業連携体
（以下、「連携体」とする。）を応募対象とする。
※代表企業は、県内の中小企業者であり、申請時に創業して３年を経過している
こと。
※連携企業は、県内及び県外の中小企業者であること。
　なお、連携企業は、創業から１年未満の企業も対象とするが、プロジェクトを
実施するための人員や事業実施体制を確保すること。
※本事業の中小企業者とは、株式会社、合同会社、合名会社、合資会社、有限会
社の法人または個人事業主（申請時点において青色申告を行う者に限る）、事業協
同組合、協同組合連合会等であること。（代表企業及び連携企業いずれも、大企業
は応募対象外。）
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補助率、補助上限額補助率、補助上限額

（1）補助上限額：1年目900万円/件　※2年目800万円/件
（2）補助率：1年目9/10 　　　　　  ※2年目8/10
（1）補助上限額：1年目900万円/件　※2年目800万円/件
（2）補助率：1年目9/10 　　　　　  ※2年目8/10


